
埼玉県燃料電池自動車等貸付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 県は、燃料電池自動車の普及を促進することを目的として、県が使用する燃料電

池自動車及び付属機器（以下「燃料電池自動車等」という。）を公用車として使用し

ない時に限り、燃料電池自動車等の使用を希望する者に対し貸し付けるものとする。 

２ 前項の貸付に関しては、埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号）に定める

もののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（車両） 

第２条 貸し付ける燃料電池自動車等は別表１のとおりとする。 

 

（貸付対象者） 

第３条 貸付の対象となる者は別表２のとおりとする。 

 

（貸付対象事業） 

第４条 貸付の対象となる事業は別表３のとおりとする。 

 

（貸付料） 

第５条 貸付料は免除とする。 

 

（貸付事業の期間） 

第６条 貸付事業の期間は、次条に基づく申請の都度、県が定める。 

 

（申請） 

第７条 貸付を希望する者は、貸付申請書を県へ提出するものとし、その様式は様式第１

号のとおりとする。 

２ 貸付申請書の提出期限は、原則として貸付対象事業の開始３０日前とし、その提出部

数は１部とする。 

 

（審査） 

第８条 県は、前条に基づく申請があったときは、その内容を速やかに審査するものとす

る。 

 

（審査結果の通知） 

第９条 県は、前条に基づき審査を行った結果を速やかに申請者に対し通知するものとし、

その様式は様式第２号のとおりとする。 

 

（貸付対象事業の内容の変更等） 

第１０条 前条の規定に基づき承認の通知を受けた者は、貸付対象事業の内容の変更につ

いて県の承認を得ようとするときは、様式第３号に定める事業内容変更承認申請書を

県に提出しなければならない。 

２ 前条の規定に基づき承認の通知を受けた者は、貸付対象事業の中止又は廃止について



県の承認を得ようとするときは、様式第４号に定める事業中止（廃止）承認申請書を

県に提出しなければならない。 

３ 県は第１項及び第２項に基づく申請があったときは、その内容を審査し、結果を様式 

 第５号により申請者に通知するものとする。 

 

（貸付事業の中止等） 

第１１条 県は、事故等止むを得ない事情により、貸付事業を中止することができるもの

とする。 

２ 当該中止により貸付対象者の被る損害については、県は一切の責任を負わないものと

する。 

 

 附則 

１ この要綱は、平成２８年６月 ９日から施行する。 

 

 附則 

１ この要綱は、平成２９年５月１０日から施行する。 

 

 附則 

１ この要綱は、平成３０年５月１４日から施行する。 

 

 附則 

１ この要綱は、平成３１年４月 １日から施行する。 

 

 附則 

１ この要綱は、令和 ２年３月２７日から施行する。 

 

 附則 

１ この要綱は、令和 ４年７月 １日から施行する。 



 

別表１ 

貸し付ける燃料電池自動車等 説明 

トヨタ ミライ エネルギー環境課が所有又は

使用する公用車等とする 付属機器（外部給電器） 

 

別表２ 

対象者 

国及び地方公共団体 

 

別表３ 

対象事業は、燃料電池自動車の普及を目的とすると認められる以下の事業とする。 

１．燃料電池自動車の展示 

２．燃料電池自動車の試乗 

３．燃料電池自動車等を活用する事業 

 （関係者の送迎・移動、マラソンの伴走、外部給電器を活用する防災イベント等） 

４．その他、上記以外で知事が特に認める事業 

 


